





















































て，1988年３月に発表された国家会計審議会(Conseil National de la












における報酬(remunerations) ,報酬に関する費用(charges sur remunera-









































　　(Regie de prudence),「正規性および誠実性の要請」(Obligations de











　　4）C.N.C｡£)ocument N°71-Les Couts de Personnel fitat des Travau,z:

















　　7) Information, Les etudes des organismes de normalisation comptableバＣ.
　　　Ｎ. Ｃ,:rapport sur les couts de personnel traitement en　comptabilite
　　　generale et en comptabilite analytiquｅ> Ｒｅｖｕｅ Ｆｒａｎｃ　aiｓｅ ｄｅ Ｃｏｍｐtabilitｅ，















































































































































































　　は，ここでは対象外であるとしている。(C. N. C｡Cゆ｡冶。p. 8.)
11）斉藤昭雄著，前掲書，ｐ.156.
















　 Doctrines et Pratiques Comptahles Approfondies, Plan CoTTifctable 1982.
　　Entreprise Moderne D'edition 1984, ｐ. 109.)















































































































































































た証券取引委員会(Commission des Operationsde Bourse)の今後の発展によ
り，そのフランス会計制度への影響が注目されるところである。
　それとともに，本稿で検討したように，フランス会計制度は一般会計と
分析会計の２つの柱によって，統一的会計制度として成立しているのであ
る。　したがって，われわれとしては，原価会計および管理会計を対象とす
る分析会計に意識的に目を向けることによって，従来のわが国での研究の
間隙を少しでも埋めつつ，フランス的な会計観を更に分析し，われわれ自
身の会計観を顧みるよすがとしたいと考えている。
　　　　　　　　　　　　　－138（45）－
